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研究成果の概要（和文）：国民健康・栄養調査の協力率は長期的に低下傾向にあり、国民全体の特徴を適切に反
映した統計データが得られていない可能性があることから、非協力者バイアスとその修正方法について検討し
た。その結果、世帯属性等により世帯別の協力状況に差があるとともに、人口当たり協力率は低下傾向で、性・
調査票別に差があることが示された。また、喫煙率の非協力者バイアスは限定的である可能性が示された。さら
に、多重代入法を用いて、喫煙状況別の上半身肥満率の非協力者バイアスを修正できる可能性が示された。以上
の結果を参考に、少なくとも現状の協力率を維持し、統計手法の活用により非協力者バイアスを最小限に止める
方策を検討する必要がある。

研究成果の概要（英文）：The response rate of the Japan National Health and Nutrition Survey (NHNS) 
is 60-70%. We examined statistical methods to correct for nonresponse bias in health data obtained 
from the NHNS. Our results suggest that household participation status be associated with household 
characteristics and that individual participation rates continue to decrease until 2045. Moreover, 
nonresponse bias in smoking prevalence estimated from NHNS participants was limited across age 
groups and sexes. Multiple imputation for survey nonresponse obtained more stable trends in 
upper-body obesity prevalence by smoking status compared with estimates from original data, and 
differences in upper-body obesity prevalence attenuated through corrected waist circumference and 
body mass index in smokers. In conclusion, the current response rates should be at least maintained,
 and multiple imputation may be useful to correct for nonresponse bias in anthropometric estimates 
in the NHNS.

研究分野：国際保健統計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）科学的根拠に基づく健康政策における
保健統計情報の有用性 
 我が国は近年、超高齢化社会に入り、将来、
高齢化率がさらに上昇し、非感染性疾患によ
る死亡や障害がより一層増加することが予
想される。疾病が社会へ及ぼす負担を軽減す
るためには、国民の健康的な生活の促進と予
防・治療的介入による疾病管理が必須である。
この問題意識に基づき、政府は健康づくりの
目標を定めた国民レベルの健康づくり運動
「健康日本２１（第二次）」を推進しており、
日本高血圧学会等の関連学会もガイドライ
ンを作成し、臨床での危険因子管理の向上に
努めている。 
 国民レベルでの疾病負担予防を効果的に
推進するためには、科学的根拠に基づいて健
康政策を立案、実施、評価することが不可欠
である。その主要な情報源として、国民を代
表する標本に対して国が実施する保健統計
調査から得られる調査票情報の二次利用が
挙げられる。我が国では、国民健康・栄養調
査や国民生活基礎調査など種々の大規模横
断調査が継続的に実施されており、長期の調
査票情報の二次利用が可能な世界有数の国
である。これらの豊富な保健統計情報を適切
に活用することにより、我が国の健康政策の
歴史的評価や国際比較分析から得られる科
学的根拠を蓄積し、健康政策に有用な資料を
提供することが可能となる。実際に国際共同
研究が徐々に立ち上がっており、研究代表者
が参加した研究からもその成果が主要な国
際医学雑誌に発表されている 1～6)。 
 
（２）国民健康・栄養調査の重要性と問題点 
 国民健康・栄養調査（2002 年まで国民栄養
調査）は、第二次世界大戦終了後から現在ま
で毎年実施されており、食生活や身体活動、
喫煙、飲酒といった健康行動や生活習慣、な
らびに身体測定値や血液検査値、治療介入な
ど、非感染性疾患に関連する豊富なデータを
収集する重要な保健統計調査である。健康日
本２１（第二次）では、多くの目標値がこの
調査から得られた情報に基づいて設定され
ている。また、上述の国際共同研究において
も、当該調査の調査票情報の二次利用により、
非感染性疾患の疾病負担と危険因子管理に
関する日本のエビデンスが発信されている。 
 このように国民健康・栄養調査は国民の健
康政策において非常に重要な調査であるが、
世帯協力率は約 60％前後とかなり低いこと
が問題点として指摘されており 7)、さらにラ
イフスタイルや家族形態の多様化、就業状況
の変化などの社会・経済情勢の変動を反映し
て年々低下傾向にあることが懸念されてい
る。もし非協力者集団と協力者集団との間で
特徴に差があれば、標本から得られる値には
偏りが生じるため国民の真の値から乖離し、
そのようなデータから得られる指標（例：喫
煙率、肥満率）に基づいた従来の議論は誤っ

た結論を導いている可能性がある。国民健
康・栄養調査から得られるエビデンスに基づ
く健康政策評価が国内外で進みつつある現
在、非協力者バイアスを定量化し、それを修
正するための統計手法の開発と応用を検討
することは喫緊の課題であるといえる。 
 
（３）これまでの研究の現状 
 国民健康・栄養調査における非協力者バイ
アスについて、詳細な検討を行った先行研究
はまだない。研究代表者はこれまで、保健統
計調査の調査票情報の二次利用を積極的に
行い、国内外の研究者と共同で人口レベルで
の非感染性疾患危険因子の管理に関する評
価研究を行ってきた。その結果、日本国民の
死亡への寄与が最も大きい危険因子は喫煙
と高血圧であり、特に高血圧に関しては過去
数十年間にわたる公衆衛生分野での種々の
取り組みにより改善傾向にあるものの 5，6）、
薬物療法による血圧管理の効果は最適では
ない可能性を示した 2，8)。さらに、調査方法
に関する研究として、米国の世帯調査での回
答者の自己申告バイアスを修正する統計手
法や 9)、国民生活基礎調査の標本抽出方法に
関する検討を行った 10)。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、これまでの研究をさらに発展
させて、国民健康・栄養調査における非協力
者バイアスを同定・修正するための統計手法
の開発と応用を通して、国民の健康行動や生
活習慣をはじめとする非感染性疾患の要因
と管理状況について、より正確な情報を作成
し提供することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１）データ 
 統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33 条
の規定に基づき、下記の調査票情報の提供を
受けた。 
 昭和 61 年～平成 27 年国民生活基礎調査
世帯票・健康票（厚生労働省発政統 1113
第 2号、平成 27 年 11 月 13 日；厚生労働
省発政統 1007 第 7号、平成 28 年 10 月 7
日；厚生労働省発政統 0609 第 2号、平成
29 年 6月 9日） 

 昭和 48 年～平成 14 年国民栄養調査なら
びに平成 15 年～平成 25 年国民健康・栄
養調査（厚生労働省発健 1002 第 3号、平
成 27 年 10 月 2日；厚生労働省発健 0728
第 2 号、平成 28 年 7 月 28 日；厚生労働
省発健0524第 6号、平成29年 5月 24日） 

 平成 9年、平成 14 年糖尿病実態調査（厚
生労働省発健 1002 第 4号、平成 27 年 10
月 2日；厚生労働省発健 0728 第 3号、平
成 28 年 7月 28 日；厚生労働省発健 0524
第 8号、平成 29 年 5月 24 日） 

 昭和 55 年、平成 2 年、平成 12 年循環器
疾患基礎調査（厚生労働省発健 1002 第 5
号、平成 27 年 10 月 2 日；厚生労働省発



健 0728 第 4号、平成 28年 7月 28 日；厚
生労働省発健 0524 第 7 号、平成 29 年 5
月 24 日） 

 第 1回～第 14 回（平成 27 年）21 世紀出
生児縦断調査（平成 13 年出生児）、第 1
回～第 5 回（平成 26 年）21 世紀出生児
縦断調査（平成 22 年出生児）（厚生労働
省発政統 0705 第 8 号、平成 29 年 7 月 5
日） 

 平成 20 年～平成 28 年学校保健統計調査
（29 受文科生第 223 号、平成 29 年 5 月
16 日） 
 
（2）国民健康・栄養調査の非協力者の同定 
 国民健康・栄養調査における非協力者を同
定するため、国民生活基礎調査世帯票と国民
健康・栄養調査の個人データのレコード・リ
ンケージを行った。国民健康・栄養調査協力
単位区における国民生活基礎調査のデータ
を抽出し、国民健康・栄養調査のデータと連
結しなかった者を非協力者とした。 
 
（3）非協力世帯の特徴に関する検討 
 平成 22 年、平成 25 年のデータを用いて、
非協力世帯の特徴に関する検討を行った。国
民健康・栄養調査への協力状況によって、世
帯員の全員または一部が協力した世帯（協力
世帯）、全ての世帯員が協力しなかった世帯
（非協力世帯）に分類した。これを被説明変
数とする多重ロジスティック回帰分析を行
い、世帯属性を示す説明変数のオッズ比を求
めた。説明変数には、市郡の別、住居の種類・
建て方、部屋数、世帯分類、高齢者世帯の別、
要介護者の有無、世帯主の特徴（加入保険、
年齢、最終学歴）を用い、調査年と都道府県
で調整した。 
 
（4）喫煙率における非協力者バイアス 
 健康指標における非協力者バイアスの検
討として、国民健康・栄養調査協力者から得
られる喫煙率における非協力者バイアスを
評価した。平成 25 年のデータを用いて、分
析対象者は 20歳以上とした（男性 4,842 件、
女性 5,380 件）。国民生活基礎調査における
回答に基づき喫煙状況を分類し、性別・年齢
階級別に喫煙率を推定した。協力群における
喫煙率を、非協力群と合わせた標本全体の喫
煙率と比較した。 
 
（5）協力者数の将来予測 
 システム・ダイナミックスのモデルを作成
し、国民健康・栄養調査協力者数の将来予測
を行った。国民健康・栄養調査における層化
二段階無作為抽出法を反映したシミュレー
ション・モデルを作成した。国勢調査、国民
生活基礎調査、国民健康・栄養調査のそれぞ
れについて、5つの年齢階級(20 歳未満、20
～39 歳、40～59 歳、60～79 歳、80 歳以上)
によるストックを設定し、フローで接続した。
平成 7年～平成 16 年の国民生活基礎調査と

国民健康・栄養調査から得られる年齢階級別
協力者数に関するパラメーターのキャリブ
レーションを行い、2045 年まで予測した。 
 
（6）多重代入法による非協力者バイアスの
修正 
 非協力者バイアスを修正するための統計
手法として、多重代入法による喫煙状況別の
身体測定指標の変化について検討した。平成
16、19、22、25 年のデータをプールし、分析
対象者は 25～84 歳とした（39,620 件：協力
群 26,813 件、非協力群 12,807 件）。国民健
康・栄養調査で測定される身長、体重、腹囲
について、非協力者では欠損値であるとした
うえで、連鎖方程式を用いた多重代入法を応
用した。喫煙状況には国民生活基礎調査の回
答を用いた。世帯や個人の属性に関する変数
を独立変数として投入し、BMI と腹囲、喫煙
状況の欠損値を性別に補完した。国民健康・
栄養調査の報告書を参考に、上半身肥満を定
義した（BMI25kg/m2以上かつ腹囲 85cm 以上
（男性）、90㎝以上（女性））。欠損値を補完
した後のデータから、BMI と腹囲の平均値、
上半身肥満率を調査年別・性別・喫煙状況別
に推定し、欠損値を補完する前の元のデータ
から得られた値と比較した。 
 
（7）調査協力状況を考慮した非感染性疾患
要因の分布の推定と国際比較 
 非感染性疾患に関連するバイオマーカー
（肥満、高血圧、高血糖、食品・栄養摂取等）
について、調査年別、性別、年齢階級別に集
計し、世界各国の調査研究から得られたデー
タとプールしたデータベースを作成した。階
層ベイズモデルによりサンプルサイズや非
協力に関連するデータ欠損等を考慮し、1970
年代以降の分布を年別、国別、性別、年齢階
級別に推定した。 
 
４．研究成果 
（1）非協力世帯の特徴に関する検討 
 非協力のオッズ比が統計的に有意に1より
大きかった世帯の属性は、以下の通りであっ
た（括弧内は基準値）。 
 大都市や人口 15 万人以上の都市（郡部） 
 民間賃貸住宅（持ち家） 
 共同住宅（一戸建て） 
 部屋数が 3室以下（7室以上） 
 世帯分類が単独、夫婦のみ、夫婦と未婚
の子のみ、ひとり親と未婚の子のみ（三
世代世帯） 

 65 歳以上のみの世帯に非該当（該当） 
 世帯主の年齢が 60 歳未満（60 歳代） 
 世帯主の最終学歴が中学校以下（大学・
大学院卒） 
 現状の国民健康・栄養調査のデータでは、
上記の世帯の特徴について分布に歪みが生
じている可能性がある。非協力によるバイア
スのない推定値を得るためには、これらの集
団の協力率を考慮した調査設計等を検討す



る必要があると考えらえる。ただし、本分析
の限界として、国民生活基礎調査の親標本で
ある国勢調査との連結が不可能であるため、
国民生活基礎調査への協力を得られなかっ
た世帯が分析に含まれておらず、真の世帯分
布を反映できていない可能性がある点に留
意する必要がある。 
 
（2）喫煙率における非協力者バイアス  
 非協力者の割合は、最低が 60 代女性の
24.4％、最高が20代男性の46.6％であった。
協力群の喫煙率は、男性では最低が 70 歳以
上の 14.6％（95％信頼区間 12.3－17.2%)、
最高で 30 代の 43.5％（38.6－48.6％）であ
った。女性では最低が 70 歳以上の 2.7％（1.9
－3.9％)、最高が 40 代の 12.9％（10.0－
16.5％）であった。協力群の喫煙率を、非協
力者と合わせた全体の値と比較すると、男性
ではいずれの年齢階級においても統計的に
有意な差はみられなかったが、女性では 30
代で 25％低く、統計的に有意であった。 
 性別・年齢階級別の喫煙率において、非協
力者バイアスは限定的であることが示され
た。特に若い女性における喫煙率の非協力者
バイアスに留意しながら、少なくとも現状の
協力率を維持することが重要であると考え
られる。 
 
（3）協力者数の将来予測 
 国民健康・栄養調査の協力者数は、男性で
1995 年 6,682 人、2014 年 4,245 人、女性で
1995 年 7,364 人、2014 年 4,703 人であり、
2045 年には男性 2,457 人、女性 2,689 人と予
測された。人口全体での協力率は、男女とも
に 1995 年約 70％、2014 年 50％、2045 年 40％
と予測された。 
 人口と協力率の低下により、国民健康・栄
養調査の協力者数は 30 年後に 3,000 人を下
回ると予測された。国民の健康と栄養状態の
モニタリングを改善するためには、調査デザ
インの見直しが必要であると考えられる。 
 
（4）多重代入法による非協力者バイアスの
修正 
 喫煙状況別上半身肥満率の年次推移をみ
ると、男性の喫煙群および非喫煙群ならびに
女性の非喫煙群において、多重代入法を用い
て欠損値を補完したデータから得られたも
のの方が、欠損値を補完する前の元のデータ
から得られたものよりも安定していた。特に、
女性では、欠損値の補完によって喫煙群の腹
囲と BMI が修正されたことにより、喫煙群と
非喫煙群の間の上半身肥満率の差が縮小し
た。多重代入法を用いて非協力群における欠
損値を補完することにより、身体測定指標を
修正できる可能性が示された。 
 
（5）調査協力状況を考慮した非感染性疾患
要因の分布の推定と国際比較 
 血圧の分布が高血圧の推移に与えた影響、

1975～2015 年の血圧の推移、過去 1世紀の成
人の身長の推移、1975～2016 年の未成年と成
人における BMI、低体重、過体重、肥満の推
移、1990～2016 年の 84 の行動・環境・職業・
代謝因子の比較リスク評価、1980 年以降の糖
尿病の推移等が明らかになった。日本では、
調査設計や非協力によって安定した推移が
得られない集団や調査年について、他の調査
や近隣諸国のデータにより補強された推移
が得られた。 
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